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会 社 名 Ｔ Ｏ Ｔ Ｏ 株 式 会 社 

代 表 者 名 
代 表 取 締 役 
社長執行役員 喜 多 村 円 

コ ー ド 番 号 5332(東証･名証第 1 部，福証) 

問 合 せ 先 広 報 部 長 赤 坂 雅 永 

 ＴＥＬ（ 0 3 - 6 8 3 6 - 2 0 2 4） 

 

 

「内部統制システム整備の基本方針」の一部改定に関するお知らせ 
 

当社は、平成 27年５月１日施行の改正会社法に基づき、平成 27年４月 30日の取締役会に

おいて、次のとおり内部統制システム整備の基本方針の一部改定について、決議いたしました

ので、お知らせいたします。（改定箇所を下線にて示しております。） 

 

記 

 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 

（１） ＴＯＴＯグループ企業理念、ＴＯＴＯグループ企業行動憲章及びＴＯＴＯグループコンプラ

イアンス推進マネジメント規定を定め、これらを遵守します。 

（２）取締役規定、取締役会規則及び稟議規定を定め、法令及び定款に適合した業務執行の

決定及び職務執行を行います。 

（３）取締役会の業務執行監督機能を強化すると共に意思決定の透明性確保のため、社外取

締役を招聘しています。 

（４）「取締役法令遵守ガイド」を作成・更新し、取締役として特に留意すべき法令につき、

全取締役に周知徹底を図っています。 

（５）ＴＯＴＯグループ外部コミュニケーション規定を定め、法令上要求される情報のみなら

ず、ステークホルダーに影響を及ぼす情報を、公正、適時かつわかりやすく開示します。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 

取締役の職務の執行に係る情報については、取締役会規則、経営会議規則及び稟議規定

に基づき、取締役会議事録、経営会議議事録及び稟議書を、書面または電磁的記録によ

り、適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、１０年間は閲覧可能

な状態を維持します。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
 

（１）ＴＯＴＯグループリスクマネジメント規定を定め、危機発生の未然防止、発生した危

機の早期解決及び損害の極小化、並びに解決した危機の再発防止を図ります。 

（２）代表取締役を委員長とするリスク管理委員会を設置し、当社グループの事業及び業務

執行に係るリスクを把握し、管理すると共に、具体的なリスクに関する管理統括部門

の設置、リスクシミュレーションの実施等により、リスク管理体制の整備及び維持を

図ります。 
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 

（１）毎月１回開催する定時取締役会に加え、臨時取締役会を必要に応じて随時開催するこ

とにより、重要な業務執行については十分な審議を経て決定します。 

（２）取締役会による決定を要しない業務執行のうち、一定の重要な事項については、業務

執行取締役等で構成される経営会議（原則として月２回開催）の審議を経て決定しま

す。 

（３）業務執行における迅速な意思決定と責任の明確化を実現するために「執行役員制度」

を導入しています。 

（４）方針管理規定を定め、経営方針を全部門に展開し、経営目標の達成を図ります。 

（５）職制規定、業務分掌規定並びに会議及び委員会に関する規定を定め、職制、業務組織、

会議及び委員会の権限及び職責を明確にし、業務の合理化・効率化を図ります。 

 

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 

（１）ＴＯＴＯグループ企業理念、ＴＯＴＯグループ企業行動憲章及びＴＯＴＯグループコ

ンプライアンス推進マネジメント規定を定め、当社グループで働くすべての人が、法

令及び定款に基づいて職務を執行するよう周知徹底を図ります。 

（２）代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を設置するほか、業務執行部門か

ら独立した内部監査室を置き、社長執行役員の指示のもと、当社グループ全体のコン

プライアンス体制の整備及び維持を図ります。 

（３）コンプライアンスの手引きの配付、各事業所ごとの研修、e ラーニングによる教育な

どを順次行い、当社グループで働くすべての人のコンプライアンス意識の向上を図り

ます。 

（４）当社グループで働くすべての人及び取引先の関係者が、法令違反その他のコンプライ

アンスに反する行為について、不利益な処遇を受けることなく通報できるよう、社内

のコンプライアンス担当部門及び社外の第三者機関を窓口とする内部通報制度を整

備し、運用します。 

 

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 

（１）前記「３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制」及び「５．使用人の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」は、グループ会社にも適

用します。 

（２）財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制を整備、運用、評価して

業務の改善に努めます。 

（３）グループ会社・関連会社等運営規定を定め、グループ会社における経営上の重要事項

については、当社における稟議決裁、又は当社の事前承認、もしくは当社への事前報

告を義務付け、当社グループにおける業務の適正を確保します。 

（４）グループ会社の事業に密接な関係を持つ当社の部門を所管部門として定め、所管部門

長が、当該会社の事業活動の状況を把握し必要な指導・支援を行うことにより、当社

グループにおけるグループ会社の職務執行の効率性を確保します。 

（５）グループ会社に当該会社の取締役及び監査役を派遣し、グループ会社のガバナンスの

強化を図り、経営のモニタリングを行います。 

 

７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性

と監査役からの指示の実効性の確保に関する事項 
 

（１）監査役の職務を補助するため、業務執行組織から独立した、監査役直属の監査役室を

設置し、管理職を含め、専任の監査役補助者を複数名配置します。 

（２）監査役補助者の異動、評価等については、監査役の同意を得た上で決定します。 
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８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制 
 

（１）取締役及び担当部門は、以下の事項につき、監査役に定期的に報告を行います。 

①当社グループの経営の状況・業績及び業績見込み 

②重大な危機の発生 

③内部通報制度の運用状況及び通報内容 

（２）監査役が監査に必要な情報を適時に入手できるよう、以下の体制を整備します。 

①当社及びグループ会社の稟議書等、業務執行に関する主要な資料の閲覧 

②経営会議・生販執行会議等、主要な会議への出席 

③グループ会社取締役・監査役等からの当該会社の業況聴取 

④その他、監査役が適切に職務を遂行するために必要な情報の提供 

 

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 
 

監査役がその職務を執行するために必要な費用又は債務は、監査役の請求に応じて当社が支出し

ます。 

 

１０．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 

監査役が、その職務を適切に遂行できるよう、取締役及び各部門、並びに各グループ会

社との意思疎通を図るため、以下のような機会を確保します。 

①取締役会への監査方針及び監査計画並びに監査結果の説明 

②取締役との意見交換 

③内部監査室・経営企画部・経理部等、監査役が適切な監査の遂行のために必要と考

える部門との情報交換 

 

以 上 

 


